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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第７期中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、第６期中間連結会計期間の記載はしており

ません。 

３．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者（契約社員、臨時従業員）は、〔 〕外数で記載しております。

４．当社は平成16年８月20日付で株式１株につき３株の分割を行っております。なお、第７期中及び第７期の１

株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、期首に株式分割が行わ

れたものとみなして算出しております。 

  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成15年 
７月１日 
至平成15年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成15年 
７月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

売上高 （千円） － 5,532,017 7,177,397 9,713,359 12,641,419 

経常利益 （千円） － 661,459 201,860 1,287,603 1,297,683 

中間（当期）純利益 （千円） － 393,384 10,628 706,244 753,620 

純資産額 （千円） － 3,472,997 5,060,692 3,171,096 5,086,686 

総資産額 （千円） － 5,229,467 6,624,690 4,853,209 6,960,935 

１株当たり純資産額 （円） － 62,133.19 82,260.93 169,275.89 82,683.46 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） － 7,084.95 172.77 45,502.29 13,188.09 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） － 6,683.17 164.72 42,266.35 12,509.46 

自己資本比率 （％） － 66.4 76.4 65.3 73.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 182,839 △21,438 383,267 736,200 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △266,129 △299,493 △1,266,176 △544,479 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △36,489 △71,609 853,965 791,667 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） － 1,665,296 2,375,922 1,785,075 2,768,463 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用

者数〕 

（名） 
－ 

〔－〕

93 

〔81〕

185 

〔91〕

92 

〔56〕

151 

〔78〕



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第７期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、第６期中間会計期間の記載はしておりません。

３．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者（契約社員、臨時従業員）は、〔 〕外数で記載しております。

４．当社は平成16年８月20日付で株式１株につき３株の分割を行っております。なお、第７期中及び第７期の１

株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、期首に株式分割が行わ

れたものとみなして算出しております。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成15年 
７月１日 
至平成15年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成15年 
７月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

売上高 （千円） － 5,182,904 5,220,922 9,314,728 10,387,623 

経常利益 （千円） － 682,281 249,495 1,358,561 1,384,645 

中間（当期）純利益 （千円） － 394,905 61,979 727,346 819,278 

資本金 （千円） － 562,799 1,176,259 549,800 1,176,259 

発行済株式総数 （株） － 55,896 61,520 18,497 61,520 

純資産額 （千円） － 3,512,544 5,215,728 3,209,122 5,190,370 

総資産額 （千円） － 5,278,857 6,608,279 4,861,976 6,962,847 

１株当たり純資産額 （円） － 62,840.71 84,781.02 171,331.69 84,368.84 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） － 7,112.34 1,007.48 46,943.49 14,337.09 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

 

 

（円） 

－ 6,709.01 960.57 43,605.06 13,599.34 

１株当たり中間 

（年間）配当額 

 

（円） 
－ － － 

普通配当

2,500 

記念配当 

1,000 

普通配当 

 1,200 

  

 － 

自己資本比率 （％） － 66.5 78.9 66.0 74.5 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用

者数〕 

（名） 
－ 

〔－〕

92 

〔80〕

153 

〔89〕

91 

〔55〕

133 

〔76〕



２【事業の内容】 

（1）事業内容の重要な変更  

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。  

（2）主要な関係会社の異動 

① 通販事業 

当中間連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

② 卸売事業 

 当中間連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

③ 通販支援事業 

 当中間連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

④ その他の事業 

 当中間連結会計期間において、当社グループとシナジーを発揮する企業の発掘、選定、調査等の効率化を図る

為、平成17年８月24日にＪＤＭ投資事業組合を設立し、新たに連結子会社となりました。さらに、ＥＣ市場に対

する事業強化などの観点から、平成17年12月５日に株式会社コマースニジュウイチの発行済株式の57.9％を取得

し、新たに連結子会社となりました。 

（3）事業の種類別セグメントの変更 

当中間連結会計期間において、事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５

経理の状況 １．中間連結財務諸表等 （1） 中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとお

りであります。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

ＪＤＭ投資事業組合 東京都中央区 31 
その他の事業 

（投資業務） 
97 

当社とシナジーを

発揮する企業の発

掘 

株式会社コマースニ

ジュウイチ 
東京都港区 750 

その他の事業 

（ソフトウェアの

開発・販売） 

58 
ソフトウェア開発

委託 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．従業員数欄の〔 〕外数は、臨時雇用者の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．従業員数欄の〔 〕外数は、臨時雇用者の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満で、特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

通販事業 140 〔88〕 

卸売事業 19 〔 1〕 

通販支援事業 9 〔 1〕 

その他の事業 17 〔 1〕 

合計 185 〔91〕 

  平成17年12月31日現在

従業員数（名） 153  〔89〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益が高水準で推移するなかで設備投資は増加基調で推移

し、雇用情勢の改善や賃金回復を背景に、個人消費も緩やかながら着実な回復を続けております。一方、原油価格

の高騰や少子化による人口減少、高齢化社会への移行など、景気の先行きについては楽観視できない状況が続いて

おります。 

 当社グループの主たる事業領域である通信販売業界につきましては、全体の市場規模は拡大基調にあるものの、

通信販売事業への新規参入や価格競争などを伴う販売価格の下落など厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況のもと、当社グループは、テストマーケティングを重ね新規商材の発掘・開発に注力したもの

の、拡大して販売できる商材が限定され、それに伴い新規顧客の獲得数が減少するなど厳しい局面がございまし

た。一方、前連結会計年度より本格的に取組んできた通販支援事業につきましては、予算を大幅に達成するなど成

果を挙げており、今後の事業の拡大に期待しております。 

 また、ＥＣ市場に対する事業強化の観点から、ＥＣサイトを構築するソフトウェアの開発・販売及びそれに伴う

システム構築のサービス等を行う株式会社コマースニジュウイチの発行済株式の57.9％を取得し、連結子会社とい

たしました。同社のシステム機能と当社の通信販売ノウハウの融合により、ＥＣの強化を図ってまいります。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は71億77百万円（前年同期比129.7％）、営業利益は２億８百万円

（前年同期比31.1％）、経常利益は２億１百万円（前年同期比30.5％）、中間純利益は10百万円（前年同期比

2.7％）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。また、前年同期比較に当たって

は、売上高につきましては前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行い、営業利益につきましては、前

中間連結会計期間においてセグメント情報の記載を省略しているため行っておりません。 

 通販事業につきましては、平成17年１月に買収した株式会社アウトレットプラザの売上が寄与したことや、ＴＶ

広告という新しい媒体チャネルが開拓されたことにより、自社ブランド「MACCHIALABEL（マキアレイベル）」シリ

ーズのリキッドファンデーション「クリアエステヴェール」の売上が好調に推移いたしました。しかしながら、新

規商材の開発・発掘の遅れなどの影響により、売上高は51億24百万円（前年同期比97.8％）、営業利益は２億27百

万円となりました。 

 卸売事業につきましては、既存の飲料卸が伸展したことに加え、平成17年１月に買収した株式会社アウトレット

プラザの売上が寄与したことなどにより、売上高は８億98百万円（前年同期比360.2％）、営業損失は80百万円と

なりました。 

 通販支援事業につきましては、通信販売のソリューションを提供する事業が予算を大幅に達成するなど好調に推

移したため、売上高は４億99百万円（前年同期比1,183.3％）、営業利益は66百万円となりました。 

 その他の事業につきましては、平成17年１月に買収した株式会社アウトレットプラザの売上が寄与したことなど

により、売上高は６億55百万円（前年同期比―％）、営業利益は３百万円となりました。 

（2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、営業活動に使用した資金21百万円、投

資活動に使用した資金２億99百万円、財務活動に使用した資金71百万円により、前連結会計年度末に比べ３億92百

万円減少し、23億75百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動に使用した資金は21百万円（前年同期は１億82百万円の獲得）となりました。 

 これは、税金等調整前中間純利益１億16百万円、売上債権の減少１億90百万円などにより資金が増加したもの

の、法人税等の支払い２億32百万円、未払金の減少２億10百万円、たな卸資産の増加88百万円などにより資金が

減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は２億99百万円（前年同期比112.5％）となりました。 

 これは、ソフトウェア及び入退室管理設備など固定資産の取得による支出１億42百万円、投資有価証券の取得

による支出１億41百万円、子会社株式の取得71百万円などにより資金が減少したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は71百万円（前年同期比196.2％）となりました。 

 これは、配当金の支払い72百万円などにより資金が減少したことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．仕入高は、仕入価格によっております。     

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。また、前年同期比較に当たっては、

前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

(3）受注実績 

 該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．販売高は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。また、前年同期比較に当たっては、

前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

通販事業 1,643,232 153.4 

卸売事業 1,441,403 602.3 

通販支援事業 364,150 3,171.5 

その他の事業 610,448 － 

消去又は全社  （577,676）  (93,584.3) 

合計 3,481,557 263.5 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

通販事業 5,124,127 97.8 

卸売事業 1,489,928 595.5 

通販支援事業 499,606 1,183.3 

その他の事業 655,500 － 

消去又は全社 （591,765）   (41,249.9) 

合計 7,177,397 129.7 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、当社グループが取得した主要な設備の状況は、以下のとおりであります。 

（1)提出会社 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数欄の〔 〕外数は、臨時雇用者の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

（2)国内子会社 

該当事項はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 (2)重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

福岡本社 

（福岡市中央区） 

東京本社 

（東京都品川区） 

全社 
入退室管理シ

ステム  
－ － － 16,890 16,890 153〔89〕



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）提出日現在の発行数には、平成18年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 220,000 

計 220,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 61,520 61,565 ジャスダック証券取引所 － 

計 61,520 61,565 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

（平成14年６月11日 臨時株主総会 特別決議） 

 （注）１．平成14年９月26日開催の取締役会の決議により、取締役３名、従業員14名に合計100個を付与しました。な

お、平成15年６月25日付で１株を３株に株式分割したため、新株予約権１個につき目的となる株式数は３株

であります。 

２．平成15年６月25日付で１株を３株に株式分割したため、新株予約権の行使時の払込金額は133,334円、新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は133,334円、資本組入額は66,667円となってお

ります。 

３．新株予約権の割当てを受けた者（以下、「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社並び

に当社子会社の取締役、監査役、従業員及び顧問の地位を有しているものとしております。但し、当該新株

予約権者が権利行使時において、当社並びに当社子会社の取締役、監査役、従業員及び顧問のいずれでもな

い場合であっても、権利行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき、当該取締

役会の承認を得た場合には、この限りではありません。 

４．その他の条件については、当社並びに当社子会社の取締役、監査役、従業員及び顧問との間で締結いたしま

した「株式会社ジモス新株予約権割当契約書」に定めるところによるものとしております。 

５．平成16年８月20日付で１株を３株に株式分割したため、新株予約権１個につき目的となる株式数は９株であ

ります。 

６．平成16年８月20日付で１株を３株に株式分割したため、新株予約権の行使時の払込金額は44,445円、新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は44,445円、資本組入額は22,223円となっておりま

す。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 64（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 576（注）１、５ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 44,445（注）２、６ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年６月12日 

至 平成20年６月11日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   44,445 

資本組入額 22,223 

（注）２、６ 

同左 

新株予約権の行使条件 （注）３、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分は認めない。 
同左 



（平成14年12月27日 臨時株主総会 特別決議） 

 （注）１．平成15年６月９日開催の取締役会の決議により、取締役４名、従業員10名に合計400個を付与しました。な

お、平成15年６月25日付で１株を３株に株式分割したため、新株予約権１個につき目的となる株式数は３株

であります。 

２．平成15年６月25日付で１株を３株に株式分割したため、新株予約権の行使時の払込金額は200,000円、新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は200,000円、資本組入額は100,000円となってお

ります。 

３．新株予約権の割当てを受けた者（以下、「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社の取

締役、監査役または使用人の地位を有しているものとしております。但し、当該新株予約権者が権利行使時

において、当社の取締役、監査役または使用人のいずれでもない場合であっても、権利行使に先立ち、当該

行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき、当該取締役会の承認を得た場合には、この限りではあ

りません。 

４．その他の条件については、本取締役会決議、株主総会決議並びに株主総会以後に開催される取締役会決議に

基づき、当社取締役、使用人との間で締結いたしました「株式会社ジモス新株予約権割当契約書」に定める

ところによるものとしております。 

５．平成16年８月20日付で１株を３株に株式分割したため、新株予約権１個につき目的となる株式数は９株であ

ります。 

６．平成16年８月20日付で１株を３株に株式分割したため、新株予約権の行使時の払込金額は66,666円、新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は66,666円、資本組入額は33,333円となっておりま

す。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 295（注）１ 290（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  2,655（注）１、５  2,610（注）１、５ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 66,666（注）２、６ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月28日 

至 平成20年12月27日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  66,666 

資本組入額 33,333 

(注)２、６ 

同左 

新株予約権の行使条件 （注）３、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡は取締役

会の承認を受けなければな

らない。 

同左 



（平成16年９月29日 定時株主総会 特別決議） 

 （注）１．平成16年１月26日開催の取締役会の決議により、取締役２名、従業員36名、子会社の取締役１名、子会社の

従業員１名に合計1,750個を付与しました。 

２．新株予約権の割当てを受けた者（以下、「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社もし

くは当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位を有しているものとしております。但し、当該新株

予約権者が権利行使時において、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員のいずれでもな

い場合であっても、権利行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき、当該取締

役会の承認を得た場合には、この限りではありません。 

３．その他の条件については、本取締役会決議、株主総会決議並びに株主総会以後に開催される取締役会決議に

基づき、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員との間で締結いたしました「株式会社ジ

モス第３回新株予約権割当契約書」に定めるところによるものとしております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 1,750（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,750 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 279,000 同左 

新株予約権の行使期間 
 自 平成18年10月１日 

 至 平成23年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  279,000 

資本組入額 139,500 
同左 

新株予約権の行使条件 （注）２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡は取締役

会の承認を受けなければな

らない。 

同左 



（平成16年９月29日 定時株主総会 特別決議） 

 （注）１．平成17年８月31日開催の取締役会の決議により、取締役１名、従業員25名、子会社の取締役２名に合計

1,250個を付与しました。 

２．新株予約権の割当てを受けた者（以下、「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社もし

くは当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位を有しているものとしております。但し、当該新株

予約権者が権利行使時において、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員のいずれでもな

い場合であっても、権利行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき、当該取締

役会の承認を得た場合には、この限りではありません。 

３．その他の条件については、本取締役会決議、株主総会決議並びに株主総会以後に開催される取締役会決議に

基づき、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員との間で締結いたしました「株式会社ジ

モス第４回新株予約権割当契約書」に定めるところによるものとしております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）平成18年１月１日から平成18年２月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が45株、資本金

が1,499千円、資本準備金が1,499千円増加しております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 1,250（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,250 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 435,385 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年10月１日 

至 平成23年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  435,385 

資本組入額 219,193 
同左 

新株予約権の行使条件 （注）２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡は取締役

会の承認を受けなければな

らない。 

同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年７月１日～

平成17年12月31日 
－ 61,520 － 1,176,259 － 1,356,961 



(4）【大株主の状況】 

 （注）株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日に株式会社ＵＦＪ銀行と合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行に社

名変更しております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。また、「議決権

の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

小村 富士夫 港区芝３丁目８－２ 27,610 44.9 

株式会社サイバード 
港区六本木６丁目10－１ 

六本木ヒルズ森タワー 
12,381 20.1 

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町１丁目２－10 1,927 3.1 

ゴールドマンサックスインタ

ーナショナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券会社東京支

店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

（港区六本木６丁目10－１六本木ヒルズ森

タワー） 

1,559 2.5 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式会社東京

三菱銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET 

STREET,LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 

（千代田区丸の内２丁目７－１） 

1,034 1.7 

藤崎 忠彦 港区六本木１－３－39 540 0.9 

カリヨンパリオーディナリー

アカウント 

（常任代理人 株式会社東京

三菱銀行） 

96,BOULEVARD HAUSSMAN F－75008 PARIS 

FRANCE 

（千代田区丸の内２丁目７－１） 

500 0.8 

ビストナー壱号投資事業有限

責任組合 
新宿区西新宿６丁目11－２ 450 0.7 

大和証券株式会社 千代田区大手町２丁目６－４ 333 0.5 

山中 孝一 横浜市戸塚区上倉田町1242－７ 315 0.5 

計 － 46,649 75.8 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  61,520 61,520 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 普通株式  61,520 － － 

総株主の議決権 － 61,520 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  （1）新任役員 

該当ありません。 

(2）退任役員 

 該当ありません。 

(3）役職の異動 

 （注） １．ＥＭはエグゼクティブマネージャー、ＧＭはゼネラルマネージャーの略称であります。 

 ２．ＤＭＳ事業部はダイレクトマーケティングソリューション事業部、ＣＳ事業部はコンシェルジュショッピ

ング事業部、ＭＯ事業部はメールオーダー事業部の略称であります。 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 432,000 478,000 390,000 350,000 327,000 378,000 

最低（円） 285,000 354,000 295,000 310,000 302,000 301,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
副社長兼 

経営企画本部ＧＭ 
取締役 経営企画室ＥＭ 細田 洋平 平成18年１月１日

取締役 社長室ＧＭ 取締役 広報ＩＲ室ＥＭ 岸谷 靖治 平成18年１月１日

取締役 事業推進室ＧＭ 取締役 事業推進室ＥＭ 林田 七恵 平成18年１月１日

取締役 
管理本部兼 

品質保証部ＧＭ 
取締役 管理本部ＥＭ 高田 知孝 平成18年１月１日

取締役 ＤＭＳ事業部ＧＭ  取締役 ＤＭＳ事業部ＥＭ 竹田 智弥 平成18年１月１日

取締役 ＣＳ事業部ＧＭ 取締役 ＭＯ事業部ＥＭ 萩原 俊彦 平成18年１月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※１   2,325,296 2,793,973   3,217,891 

２ 受取手形及び売掛金     882,165 868,484   1,029,983 

３ 有価証券     － 100,472   101,320 

４ たな卸資産     503,414 712,026   609,901 

５ 繰延税金資産     109,957 25,847   104,885 

６ その他     44,672 81,269   44,917 

７ 貸倒引当金     △14,614 △16,765   △26,097 

流動資産合計     3,850,892 73.6 4,565,308 68.9   5,082,803 73.0

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物及び構築物   30,912   128,555 128,406   

減価償却累計額   6,338 24,574 19,801 108,753 13,168 115,238 

(2）機械装置及び運搬
具 

  21,194   19,308 19,308   

減価償却累計額   8,365 12,829 11,489 7,818 9,663 9,645 

(3）土 地     39,935 39,935   39,935 

(4）建設仮勘定     34,644 －   － 

(5）その他   126,522   240,324 200,007   

減価償却累計額   60,568 65,953 118,462 121,862 81,378 118,628 

有形固定資産合計     177,938 3.4 278,369 4.2   283,448 4.1

２ 無形固定資産           

(1）ソフトウェア     － 353,053   345,458 

(2）その他 ※２   241,530 228,191   173,945 

  無形固定資産合計     241,530 4.6 581,244 8.8   519,403 7.5

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券     842,740 1,005,657   874,970 

(2）繰延税金資産     48 12,519   1,154 

(3）その他     116,317 181,590   199,156 

投資その他の資産
合計 

    959,106 18.4 1,199,767 18.1   1,075,280 15.4

固定資産合計     1,378,574 26.4 2,059,382 31.1   1,878,132 27.0

資産合計     5,229,467 100.0 6,624,690 100.0   6,960,935 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金     437,993 516,169   491,057 

２ 一年以内返済予定長
期借入金 

    － 20,376   － 

３ 未払金     826,271 655,083   948,456 

４ 未払法人税等     276,544 72,556   240,576 

５ 賞与引当金     21,137 33,970   28,490 

６ 販売促進引当金     94,621 92,700   69,500 

７ その他     76,939 127,442   73,036 

流動負債合計     1,733,507 33.2 1,518,298 22.9   1,851,117 26.6

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金     22,962 28,238   23,132 

固定負債合計     22,962 0.4 28,238 0.4   23,132 0.3

負債合計     1,756,470 33.6 1,546,536 23.3   1,874,249 26.9

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     － － 17,462 0.3   － －

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     562,799 10.8 1,176,259 17.8   1,176,259 16.9

Ⅱ 資本剰余金     743,501 14.2 1,356,961 20.5   1,356,961 19.5

Ⅲ 利益剰余金     2,189,100 41.8 2,486,141 37.5   2,549,336 36.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    △22,405 △0.4 41,329 0.6   4,128 0.1

資本合計     3,472,997 66.4 5,060,692 76.4   5,086,686 73.1

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    5,229,467 100.0 6,624,690 100.0   6,960,935 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,532,017 100.0 7,177,397 100.0   12,641,419 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,245,645 22.5 3,386,830 47.2   3,997,989 31.6

売上総利益     4,286,372 77.5 3,790,567 52.8   8,643,429 68.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   3,616,744 65.4 3,582,047 49.9   7,332,060 58.0

営業利益     669,627 12.1 208,520 2.9   1,311,369 10.4

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   2,720   3,550 6,170   

２ 検品再生協力金   －   1,344 4,551   

３ 受取助成金   －   8,720 －   

４ その他   2,560 5,281 0.1 1,304 14,919 0.2 6,392 17,114 0.1

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   －   － 18   

２ コミットメントライ
ン費用 

  9,767   9,940 18,673   

３ 創立費償却   －   10,500 －   

４ 新株発行費償却   3,449   － 11,710   

５ その他   232 13,448 0.2 1,138 21,578 0.3 397 30,800 0.2

経常利益     661,459 12.0 201,860 2.8   1,297,683 10.3

Ⅵ 特別利益           

  １ 貸倒引当金戻入益   －   709 －   

２ 固定資産売却益 ※２ －   － 1,758   

３ 投資有価証券売却益   － － － 1,818 2,527 0.0 － 1,758 0.0

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※３ －   3,709 42,711   

２ 移転費用 ※４ －   12,267 －   

３ 投資有価証券評価損   －   71,472 －   

４ たな卸資産廃棄損   － － － － 87,449 1.2 15,220 57,932 0.5

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    661,459 12.0 116,939 1.6   1,241,509 9.8

法人税、住民税及
び事業税 

  271,289   64,241 505,152   

法人税等調整額   △2,713 268,575 4.9 42,412 106,654 1.5 △16,762 488,389 3.8

少数株主損失     500 0.0 343 0.0   500 0.0

中間（当期）純利
益 

    393,384 7.1 10,628 0.1   753,620 6.0

          



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     730,502   1,356,961   730,502 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１ 増資による新株の発行   －   －   589,760   

２ 新株予約権の行使   12,999 12,999 － － 36,699 626,459 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）

残高 
    743,501   1,356,961   1,356,961 

                

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,900,455   2,549,336   1,900,455 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１ 中間（当期）純利益   393,384 393,384 10,628 10,628 753,620 753,620 

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１ 配当金   64,739   73,824   64,739   

２ 役員賞与   40,000 104,739 － 73,824 40,000 104,739 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）

残高 
    2,189,100   2,486,141   2,549,336 

                



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度の連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税金等調整前中間（当期）純利益   661,459 116,939 1,241,509 

２ 減価償却費   30,608 75,303 100,885 

３ 連結調整勘定償却額   － 20,414 19,143 

４ 貸倒引当金の増加・減少（△）額   △614 △9,332 10,398 

５ 退職給付引当金の増加額   3,237 5,105 3,406 

６ 賞与引当金の増加額   2,878 5,479 10,232 

７ 販売促進引当金の増加額   31,231 23,200 6,110 

８ 受取利息及び受取配当金   △2,720 △3,550 △6,171 

９ 支払利息   － － 18 

10 投資有価証券売却益   － △1,818 － 

11 投資有価証券評価損   － 71,472 － 

12 有形固定資産売却益   － － △1,758 

13 有形固定資産除却損   － 3,709 3,017 

14 無形固定資産除却損   － － 39,694 

15 移転費用   － 12,267 － 

16 売上債権の増加（△）・減少額   △108,056 190,786 △206,586 

17 たな卸資産の増加額   △98,042 △88,674 △38,359 

18 仕入債務の増加額   125,481 15,349 171,413 

19 未払金の増加・減少（△）額   27,633 △210,488 94,193 

20 役員賞与の支払額   △40,000 － △40,000 

21 その他   △31,994 △5,787 21,266 

小計   601,098 220,377 1,428,412 

22 利息及び配当金の受取額   2,745 3,102 6,139 

23 利息の支払額   － － △18 

24 移転費用の支払額   － △12,267 － 

25 法人税等の支払額   △421,005 △232,650 △698,332 

営業活動によるキャッシュ・フロー   182,839 △21,438 736,200 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度の連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 定期預金の預入れによる支出   △260,000 △201,972 △261,510 

２ 定期預金の払戻しによる収入   255,000 230,457 505,000 

３ 有形固定資産の取得による支出   △92,238 △75,299 △175,837 

４ 有形固定資産の売却による収入   － － 7,000 

５ 無形固定資産の取得による支出   △139,582 △67,379 △317,830 

６ 投資有価証券の取得による支出   △30,000 △141,010 △109,000 

７ 投資有価証券の売却による収入   － 3,338 － 

８ 連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の

取得による支出 
※２ － △71,936 △119,171 

９ 貸付金の回収による収入   506 － 760 

10 敷金保証金の増加額   － △12,292 △58,023 

11 敷金保証金の減少額   － 36,603 759 

12 保険解約による収入   － － － 

13 その他の投資収入・支出（△）   185 － △16,625 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △266,129 △299,493 △544,479 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 少数株主からの払込による収入   500 1,000 500 

２ 長期借入金の返済による支出   － － △386,500 

３ 株式の発行による収入   25,999 － 1,241,208 

４ 配当金の支払額   △62,989 △72,609 △63,541 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △36,489 △71,609 791,667 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額   △119,779 △392,541 983,388 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,785,075 2,768,463 1,785,075 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 
※１ 1,665,296 2,375,922 2,768,463 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 

 すべての子会社を連結しております。 

１．連結の範囲に関する事項 

 すべての子会社を連結しております。 

１．連結の範囲に関する事項 

   すべての子会社を連結しております。 

連結子会社名 

株式会社ピクトシステム 

有限会社ジモス酒蔵 

株式会社ドクターズバイオ研究所 

連結子会社のうち、株式会社ドクター

ズバイオ研究所については、当中間連結

会計期間において新たに設立したことに

より、連結子会社に含めることとしたも

のです。また、従来連結子会社であった

株式会社ピクトシステムは会社清算に伴

い、当中間連結会計期間より連結の範囲

から除外しております。 

連結子会社名 

株式会社ドクターズバイオ研究所 

株式会社アウトレットプラザ 

ＪＤＭ投資事業組合 

株式会社コマースニジュウイチ 

連結子会社のうち、ＪＤＭ投資事業組

合については、平成17年８月に新たに設

立したため、連結の範囲に含めておりま

す。また、株式会社コマースニジュウイ

チについては、平成17年12月に発行済株

式の57.9％（224,771株）を取得したた

め連結の範囲に含めております。 

なお、前連結会計年度において、連結

子会社であった有限会社ジモス酒蔵につ

いては、平成17年７月１日付で当社と合

併したため、連結の範囲から除いており

ます。  

連結子会社名 

株式会社ピクトシステム 

有限会社ジモス酒蔵 

株式会社ドクターズバイオ研究所 

株式会社アウトレットプラザ 

連結子会社のうち、株式会社ドクター

ズバイオ研究所については、平成16年10

月６日に新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。また株式会社アウ

トレットプラザについては、平成17年１

月27日に同社の全株式を取得したため、

連結の範囲に含めております。なお、従

来連結子会社であった株式会社ピクトシ

ステムは平成16年12月24日の会社清算に

伴い、当連結会計年度より連結の範囲か

ら除いております。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中間連結

決算日と一致しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、ＪＤＭ投資事業組

合の中間決算日は、４月30日、株式会社

コマースニジュウイチの中間決算日は、

６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たって、

これらの会社については、中間連結決算

日で実施した仮決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合等への出資

（証券取引法第2条第2項により

有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合等の事業年度に

係る財務諸表及び中間財務諸表

に基づいて、組合等の損益のう

ち持分相当額を純額で計上して

おります。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法 

② たな卸資産 

商品 

主として総平均法による原価法 

② たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。  

 主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。  

 主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。  

 主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物    ３～18年 

機械装置及び運搬具    ６年 

その他（工具器具備品）３～８年 

建物及び構築物    ３～40年 

機械装置及び運搬具    ６年 

その他（工具器具備品）３～15年 

建物及び構築物    ３～40年 

機械装置及び運搬具    ６年 

その他（工具器具備品）３～８年 

② 無形固定資産 

定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ており、販売目的ソフトウェアにつ

いては、見積売上高に対する当期売

上高の割合を乗じた額と、見積有効

年数（３年以内）による定額法によ

って計算した、いずれか多い金額を

もって償却しております。 

② 無形固定資産 

定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。  

③ 長期前払費用 

定額法 

  

③ 長期前払費用 

同左 

  

③ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

  

―――――――― 

  

新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

① 創立費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

② 新株発行費 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

  

―――――――― 

  

新株発行費 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  

  

 ―――――――― 

③ 役員賞与引当金  

役員に対する賞与の支払に備えて、

役員賞与支給見込額のうち当中間連

結会計期間負担額を計上しておりま

す。 

  

  

―――――――― 

  

④ 販売促進引当金 

 販売促進を目的とするポイント制

度に基づき、顧客に付与したポイン

トの利用に備えるため、過去実績率

に基づき将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。 

④ 販売促進引当金 

同左 

④ 販売促進引当金 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当中間連結会計期間末における退職

給付債務に基づき計上しておりま

す。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務に基づき計上しております。 

(5）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(5）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

  

  

  

――――――――  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

  

  

  

――――――――  

  

  

  

――――――――   

 （役員賞与に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 企業

会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

  

  

――――――――   



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  

  

 ――――――――  

「ソフトウェア」は、前中間連結会計期間

まで無形固定資産の「その他」に含めて表示

しておりましたが、当中間連結会計期間末に

おいて資産の総額の100分の５を超えたため

区分掲記いたしました。なお、前中間連結会

計期間末の「ソフトウェア」の金額は

107,587千円であります。 

   

   

―――――――――― 

  

  

  

 ――――――――  

  

  

  

  ―――――――― 

  「証券取引法等の一部を改正する法律」

（平成16年法律第97号）により、証券取引法

第２条第２項において、投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合への出資を有価証券

とみなすこととされたことに伴い、前連結会

計年度まで投資その他の資産の「その他」に

含めていた投資事業組合への出資金を、当連

結会計年度より「投資有価証券」に計上して

おります。この変更により「投資有価証券」

は10百万円増加し、投資その他の資産の「そ

の他」は同額減少しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

（事業税の外形標準課税制度） 

  「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以降に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間連結会計期間

から「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税のうち付加価値割及び資本

割部分については販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が5,871

千円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が、5,871千円減少して

おります。 

  

  

  

  

  

 ――――――――  

（事業税の外形標準課税制度） 

  「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以降に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い、法

人事業税のうち付加価値割及び資本割部分

については販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が8,585

千円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益が8,585千円減少してお

ります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年６月30日） 

※１．   

  ―――――――― 

※１．下記の資産は、営業保証金の代用等と

して質権の設定を行っております。 

 現金及び預金（定期預金）400千円 

  

※１．同左 

※２． 

  ―――――――― 

※２．無形固定資産の「その他」には、連結

調整勘定228,114千円が含まれておりま

す。 

※２．無形固定資産の「その他」には、連結

調整勘定172,293千円が含まれておりま

す。 

３．運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間連結会計

期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

３．運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間連結会計

期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

３．運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

ライン契約の総額 

2,000,000千円

借入実行残高  －千円

差引額 2,000,000千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

ライン契約の総額 

3,000,000千円

借入実行残高  －千円

差引額 3,000,000千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

ライン契約の総額 

2,000,000千円

借入実行残高  －千円

差引額 2,000,000千円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１．販売費及び一般管理費の主なもの ※１．販売費及び一般管理費の主なもの ※１．販売費及び一般管理費の主なもの 

広告宣伝費 1,650,540千円

発送配達費 366,085千円

販売促進費 492,465千円

販売促進引当金繰入額 84,840千円

業務委託費 245,496千円

貸倒引当金繰入額 8,745千円

役員報酬 72,775千円

給与手当 264,069千円

賞与引当金繰入額 21,137千円

退職給付引当金繰入額 4,775千円

広告宣伝費 1,322,611千円

発送配達費 276,397千円

販売促進費 445,115千円

販売促進引当金繰入額 92,700千円

業務委託費 294,445千円

役員報酬 84,966千円

給与手当 419,886千円

賞与引当金繰入額  33,730千円

退職給付引当金繰入額 6,015千円

連結調整勘定償却額 20,414千円

広告宣伝費 3,162,824千円

発送配達費 687,451千円

販売促進費 1,037,129千円

販売促進引当金繰入額 69,500千円

業務委託費 539,715千円

貸倒引当金繰入額 24,373千円

役員報酬 159,244千円

給与手当 606,013千円

賞与引当金繰入額 28,490千円

退職給付引当金繰入額 5,591千円

連結調整勘定償却額 19,143千円

※２．  ※２．  ※２．固定資産売却益の内訳 

―――――――― ―――――――― 機械装置及び運搬具 1,758千円

※３．  ※３．固定資産除却損の内訳  ※３．固定資産除却損の内訳 

―――――――― 建物及び構築物 3,709千円

   

その他 

（工具器具備品） 
3,017千円

その他 

（ソフトウェア） 
39,694千円

※４．    ―――――――― ※４．移転費用は、東京本社移転に係る原状

回復費用等であります。  

※４．    ―――――――― 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 2,325,296千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△660,000千円

現金及び現金同等物 1,665,296千円

現金及び預金勘定 2,793,973千円

その他流動資産（証券会社

預け金） 
4,792千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△422,843千円

現金及び現金同等物 2,375,922千円

現金及び預金勘定 3,217,891千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△449,427千円

現金及び現金同等物 2,768,463千円

※２． ※２．株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

※２．株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

  

―――――――― 

流動資産 72,813千円

固定資産 35,096千円

連結調整勘定 76,235千円

流動負債 

少数株主持分 

△67,991千円

△16,805千円

株式会社コマースニジュウ

イチ株式の取得価額 

99,348千円

株式会社コマースニジュウ

イチ現金及び現金同等物 

△27,412千円

差引：株式会社コマースニ

ジュウイチ取得の為の支出

71,936千円

流動資産 387,694千円

固定資産 37,424千円

連結調整勘定 191,437千円

流動負債 △20,056千円

固定負債 △386,500千円

株式会社アウトレットプラ

ザ株式の取得価額 
210,000千円

株式会社アウトレットプラ

ザ現金及び現金同等物 

△90,828千円

差引：株式会社アウトレッ

トプラザ取得の為の支出 

119,171千円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 リース取引を利用しておりませんので、該

当事項はありません。 

 該当事項はありません。  同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 799,859 762,240 △37,618 

(2）その他 － － － 

計 799,859 762,240 △37,618 

内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 80,500 

計 80,500 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 100,000 100,472 472 

その他 699,859 770,162 70,303 

(2）その他 89,990 88,607 △1,383 

計 889,850 959,241 69,391 

内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 137,527 

その他 9,360 

計 146,887 



前連結会計年度末（平成17年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）債券       

国債・地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 799,859 807,276 7,416 

(2）その他 10,000 9,514 △485 

計 809,859 816,790 6,931 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 159,500 

計 159,500 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「通販事業」の割合がいずれも90％を越えるため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 
通販事業 

（千円） 

卸売事業 

（千円） 

通販支援事業

（千円） 

その他の事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 5,124,127 898,163 499,606 655,500 7,177,397 － 7,177,397 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ 591,765 － － 591,765  (591,765) － 

計 5,124,127 1,489,928 499,606 655,500 7,769,162  (591,765) 7,177,397 

営業費用 4,896,931 1,570,690 433,396 651,749 7,552,767  (583,890) 6,968,877 

営業利益又は営業損失（△） 227,195 △80,761 66,209 3,751 216,394  (7,874) 208,520 



前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業区分の事業内容 

３．すべての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。 

４．「卸売事業」及び「通販支援事業」につきましては、従来、「その他の事業」に含めて表示しておりましたが、業容拡大に伴い区

分掲記することといたしました。この結果、従来の方法に比べて当中間連結会計期間の「その他の事業」の売上高が13億97百万円

減少し、営業利益は14百万円増加いたしております。また、上記の事業区分の変更を契機として、連結子会社株式会社アウトレッ

トプラザの費用について見直し、当該費用を通販事業から各セグメントに配賦することといたしました。この変更に伴い、従来の

方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は「通販事業」77百万円減少し、「卸売事業」37百万円、「その他の事

業」39百万円それぞれ増加し、各事業の営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

なお、変更後の事業区分により、前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報を示すと以下の通りであります。 

前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

  

 
通販事業 

（千円） 

その他の事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 11,568,899 1,072,520 12,641,419 － 12,641,419 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 764 238,391 239,154 （239,154） － 

計 11,569,663 1,310,910 12,880,574 （239,154） 12,641,419 

営業費用 10,166,093 1,399,008 11,565,102 （235,052） 11,330,049 

営業利益又は営業損失（△） 1,403,569 △88,098 1,315,471 （ 4,102） 1,311,369 

事業区分 主要商品等 

 通販事業  化粧品、日用品雑貨、食品、酒類、家電製品等  

 卸売事業  化粧品の研究開発・製造、清涼飲料水、家電製品卸売 

 通販支援事業  コンサルティング、広告代理、コールセンター支援・代行、フルフィルメント運営代行

 その他の事業  家電製品店舗販売、ソフト開発・販売、投資 

 
通販事業 

（千円） 

卸売事業 

（千円） 

通販支援事業

（千円） 

その他の事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 11,568,899 861,660 208,048 2,811 12,641,419 － 12,641,419 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
764 238,390 － － 239,154  (239,154) － 

計 11,569,663 1,100,051 208,048 2,811 12,880,574  (239,154) 12,641,419 

営業費用 10,166,093 1,168,206 223,850 6,952 11,565,102  (235,052) 11,330,049 

営業利益又は営業損失（△） 1,403,569 △68,154 △15,802 △4,141 1,315,471  (4,102) 1,311,369 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

  在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

  在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

   在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 62,133円19銭

１株当たり中間純利益 7,084円95銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

6,683円17銭

１株当たり純資産額 82,260円93銭

１株当たり中間純利益 172円77銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

164円72銭

１株当たり純資産額 82,683円46銭

１株当たり当期純利益 13,188円09銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

12,509円46銭

 当社は、平成16年８月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。当該

株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞれ以下

のとおりになります。 

（前連結会計年度）  

 １株当たり純資産額 56,425円30銭

 １株当たり当期純利益 15,167円09銭

 潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

14,087円89銭

  

  

  ―――――――― 

当社は、平成16年８月20日付で株式１株につ

き３株の株式分割を行っております。当該株

式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

１株当たり情報については、それぞれ以下の

とおりになります。 

  

（前連結会計年度）  

 １株当たり純資産額 56,425円30銭

 １株当たり当期純利益 15,167円09銭

 潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

14,087円89銭

      

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 393,384 10,628 753,620 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 393,384 10,628 753,620 

期中平均株式数（株） 55,524 61,520 57,144 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 3,338 3,004 3,100 

（うち新株予約権） （3,338） （3,004） （3,100） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

  

  

 

―――――――― 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数1,250個） 

 なお、概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状

況、(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 

 新株予約権１種類 

（新株予約権の数1,750個）

 なお、概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状

況、(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

 １．株式会社アウトレットプラザの株式取得

及び貸付金 

 平成17年１月26日開催の取締役会におい

て、株式会社アウトレットプラザの株式を取

得し、子会社とすること及び子会社支援のた

めの債権譲受による貸付金の実行に関し、次

のとおり決議いたしました。また株式譲渡契

約及び債権譲渡契約につきましては、平成17

年１月27日に締結しております。なお、株式

取得資金及び債権譲受資金につきましては、

全額自己資金によりました。 

（1）株式取得の理由 

 当社は、将来的な事業構想として、共

同運用のデータベースを基盤とし、多様

な商材を揃えた通信販売によるショッピ

ング・モール型の事業を検討しておりま

す。かかるショッピング・モール型の事

業実現に鑑み、当社は、商品の拡充・デ

ータベースの拡大・インフラ機能の拡充

等が事業基盤として必要であるものと認

識しており、業務提携・資本提携・Ｍ＆

Ａ等を視野に入れ、現在、かかる事業基

盤に必要な機能を提供できる企業の選定

及び分析等を重ねております。 

 将来的な事業基盤の構築の一環とし

て、当社は、株式会社アウトレットプラ

ザの全発行済株式を株式会社ケイエムイ

ンベストメントより取得いたしました。

なお、当社は、今後とも将来的な事業構

想の実現に向けて邁進する所存でありま

す。 

（2）子会社となる会社の概要 

① 商号 

 株式会社アウトレットプラザ 

② 事業内容 

ＰＣ、電気製品及びゴルフ用品等の

ネット販売及び卸売 

③ 設立年月日 

平成12年８月１日 

④ 本店所在地 

東京都千代田区神田須田町二丁目７

番地３ 

⑤ 代表者 

 代表取締役社長 山口 誠司 

⑥ 資本金 

15,000千円 

⑦ 従業員数 

14名 

⑧ 大株主構成及び所有割合 

株式会社ケイエムインベストメント 

300株（100％） 

⑨ 発行済株式総数 

300株 

⑩ 決算期 

６月30日 

⑪ 主な事業所 

本社のみ 

１．株式会社コマースニジュウイチの第三者

割当増資引受 

平成18年１月10日、当社は連結子会社であ

る株式会社コマースニジュウイチが実施する

第三者割当増資により発行する67,874株を引

受けました。 

（1）目的 

ＥＣ市場に対する事業強化などの観点

から、平成17年12月５日に発行済株式の

57.9％を取得し、株式会社コマースニジ

ュウイチが実施する第三者割当増資を引

受けました。 

（2）第三者割当により取得する株式等 

取得株式数   

67,874株（所有割合64.2％） 

取得価額     

30,000千円 

（3）業績に与える影響 

当社の平成18年６月期（連結）の業績

に与える影響は軽微であります。 

  

２．当社は、平成18年２月15日開催の取締役

会において、中小企業基盤整備機構及び日

本ベンチャーキャピタル株式会社との共同

出資による投資事業組合の設立を決議いた

しました。 

 (1) 目的 

当社とシナジー効果を発揮する企業の

発掘、選定を行い、販売支援、新商品開

発支援等を行うため。 

 (2) 名称 

NVCCマーケティングファンド 

 (3) 設立年月日 

未定 

 (4) 出資金（予定） 

20億円 

（5）出資構成（予定） 

当社９億円 

 中小企業基盤整備機構 10億円 

日本ベンチャーキャピタル株式会社 

１億円 

  

 ３．減資について 

 連結子会社である株式会社コマースニジ

ュウイチは、平成18年２月９日開催の取締役

会において、平成18年２月27日開催の臨時株

主総会に資本金及び資本準備金の減少に関す

る議案を提出することを決議し、同議案は同

株主総会において原案通り承認可決されまし

た。 

 (1) 減資の目的 

業績向上と企業体質改善のため全社を

上げて諸施策の遂行に継続して取り組

み、黒字体質が確立されてきております

が、累積損失を解消するため、抜本的な

対策の早期実行が不可欠であると判断し

たためであります。  

１．当社は、平成17年８月12日開催の取締役

会においてアイ・キャピタル証券株式会社

との共同出資による投資事業組合の設立を

決議いたしました。 

（1）目的 

当社とシナジーを発揮する企業の発

掘、選定、調査等の効率化を図るため。 

（2）名称 

ＪＤＭ投資事業組合 

（3）設立年月日 

平成17年８月24日 

（4）出資金 

31,000千円 

（6）投資先 

 株式会社ナチュラルアート 

  

２．平成16年９月29日開催の当社第６回定時

株主総会で決議した商法第280条の20及び

商法第280条の21の規定に基づくストッ

ク・オプションとしての新株予約権の発行

について、平成17年８月31日開催の取締役

会において具体的な内容を決議し、下記の

とおり発行いたしました。  

（1）発行した新株予約権  

1,250個（新株予約権１個につき１株） 

（2）新株予約権の目的となる株式の種類及

び数 

普通株式 1,250株 

（3）新株予約権の発行価額 

無償 

（4）権利行使時の１株当たり払込金額 

１株につき 435,385円 

（5）権利行使期間 

平成18年10月１日から平成23年９月30日

（6）新株予約権の割当てを受けた者及び数 

当社及び当社子会社の取締役及び従業

員 合計28名 

  

  

  

  

（5）出資構成  

当社 30,000千円

アイ・キャピタル証
券株式会社 

1,000千円

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

⑫ 売上高（実績） 

平成16年６月期 4,246,501千円 

（3）株式の取得先  

 ① 商号 

 株式会社ケイエムインベストメント 

 ② 代表者  

 代表取締役社長 高橋 仁 

 ③ 本店所在地 

東京都杉並区高円寺北二丁目39番 

④ 主な事業内容 

投資業 

⑤ 当社との資本関係、人的関係、取引

関係等の概要 

資本関係 なし 

人的関係 なし  

取引関係 なし 

（4）異動の前後における当社の所有に係る

子会社の議決権の数及びその議決権の総

数に対する割合 

① 当社所有議決権数 

異動前  0個 異動後 300個 

（当社所有株式数） 

異動前  0株 異動後 300株 

② 議決権の総数 

異動前 300個 異動後 300個 

（発行済株式総数） 

異動前 300株 異動後 300株 

③ 議決権の総数に対する割合 

異動前  0％ 異動後 100％ 

（発行済株式総数に対する割合） 

異動前  0％ 異動後 100％ 

（5）異動の内容及び年月日 

① 内容 

株式会社ケイエムインベストメント

（住所：東京都杉並区 代表取締役

社長：高橋 仁）より株式会社アウ

トレットプラザの普通株式300株

（発行済株式総数の全て）を取得い

たしました。 

② 異動年月日 

平成17年１月27日 

（6）譲受金額 

210,000千円 

（7）異動の目的 

 将来的な事業基盤の構築の一環とし

て、当社は、株式会社アウトレットプラ

ザの全発行済株式を株式会社ケイエムイ

ンベストメントより取得いたしました。 

（8）財政状態に与える影響 

 当社の平成17年６月期（連結）の財政

状態に与える影響に関しましては、当該

時点での株式会社アウトレットプラザの

利益計画や財政状態を勘案し、必要に応

じて相当額の評価減を行うことに伴い、

連結調整勘定の一括償却を予定しており

ます。 

 (2) 減少すべき資本金及び資本準備金の額 

平成17年12月期末の資本金の額

765,000,154円を695,000,154円減少し

て70,000,000円とし、資本準備金

385,000,154円を全額減少いたします。 

 (3) 資本減少の方法 

発行済株式の変更を行わず、資本の額

のみを減少する方法によります。 

 (4) 資本減少の効力発生日 

平成18年２月末を予定しております。 

４．経営統合 

 平成18年３月14日開催の取締役会におい

て、当社は株式会社サイバードと更なる事業

の拡大と多角化、収益力向上を目指すため、

両社対等の精神に基づき持株会社体制への移

行による経営統合に関する決議を行い、基本

合意書を締結いたしました。 

（1）経営統合のスキーム 

平成18年６月下旬開催予定の株式会社

サイバードの定時株主総会、及び当社の

臨時株主総会を経て、 

① 平成18年10月１日、株式交換を利用

し、当社を株式会社サイバードの完

全子会社といたします。 

② 平成18年10月１日、会社分割制度を

活用し、株式会社サイバードを持株

会社（仮称「株式会社サイバードホ

ールディングス」、以下「持株会

社」）とし、既存の株式会社サイバ

ードの事業を分社化し、当該事業を

新設会社（仮称「株式会社サイバー

ド」、以下「新設会社」）に承継い

たします。 

③ 平成18年10月１日の株式交換及び平

成18年10月１日の会社分割により新

設会社及び当社をいずれも持株会社

の完全子会社といたします。 

（2）株式交換について 

① 株式交換の日 

平成18年10月１日  

② 株式交換の方法  

  株式交換日の前日の最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載された株主

及び実質株主に対し、株式会社サイ

バードは普通株式57,545株（予定）

を新たに発行し、割当交付いたしま

す。 

③ 株式交換比率 

会社名   

株式会社サイバード  １ 

当社         １.１７ 

④ 配当起算日  

株式交換に際して発行する新株式の

配当起算日は、平成18年10月１日と

いたします。 

⑤ 株式交換交付金 

  株式交換交付金の支払い予定はござ

いません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

 （9）株式会社アウトレットプラザへの貸付

金 

株式会社ケイエムインベストメントと

当社との間で平成17年１月27日に債権譲

渡契約が締結されており、当社は株式会

社ケイエムインベストメントが有する株

式会社アウトレットプラザの貸付金

386,500千円を譲り受けております。こ

れは子会社支援のために実行したもので

あります。 

  

２．新株予約権の発行 

 平成17年１月26日開催の取締役会におい

て、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21並

びに平成16年９月29日開催の定時株主総会決

議に基づき、当社の取締役及び従業員並びに

当社子会社の取締役に対し次のとおりストッ

クオプションとして無償で新株予約権を発行

することを決議いたしました。 

（1）新株予約権の発行日 

 平成17年１月26日 

（2）新株予約権の発行数 

1,750個 

（3）新株予約権の発行価額 

無償 

（4）新株予約権の目的たる株式の種類及び

数 

普通株式1,750株 

（5）新株予約権の行使に際しての払込金額 

１株につき279,000円 

（6）新株予約権の行使により発行する株式

の発行価額の総額 

488,250,000円 

（7）新株予約権の行使期間 

平成18年10月１日から 

平成23年９月30日 

（8）新株予約権の行使により新株を発行す

る場合の発行価額のうち資本に組入れな

い額 

総額244,125,000円 

（１株につき139,500円） 

（9）新株予約権の割当対象者数 

当社の取締役及び従業員並びに 

当社子会社の取締役 40名 

（3）持株会社の概要 

① 商号 

株式会社サイバードホールディング

ス（仮称） 

② 事業内容 

・グループ全体の戦略策定並びに経営

管理機能 

・グループ各社へのシェアードサ－ビ

ス提供機能 

・統合型顧客データベースの管理運用

機能 

・監査機能 

③ 本店所在地 

東京都港区六本木６－10－１  

④ 代表者 

代表取締役 小村 富士夫 

⑤ 資本金 

未定 

⑥ 従業員数 

未定 

⑦ 大株主構成及び所有割合 

小村 富士夫   （11.20％） 

堀 主知ロバート （9.50％） 

株式会社リクルート（8.79％） 

上記持株比率は、潜在株式を考慮し

ておりません。  

⑧ 発行予定株式数 

未定 

（4）株式会社サイバードの概要 

① 代表者 

代表取締役会長 堀 主知ロバート 

② 資本金 

5,426百万円 

（平成17年９月末現在） 

③ 住所 

東京都港区六本木６－10－１  

④ 事業内容 

モバイル・コンテンツ事業、マーケ

ティング・ソリューション事業、Ｅ

コマース事業、広告事業、海外事業 

⑤ 売上高 

12,488百万円 

（平成17年３月期連結） 

⑥ 経常利益 

721百万円 

（平成17年３月期連結） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

３．業務・資本提携 

 当社は、今後、拡大が予想されるモバイル

コマース事業に本格的に参入し、お客様との

接点を拡充し、通信販売業界における競争力

の強化を図るために、平成17年３月１日に株

式会社サイバードと戦略的な業務提携及び資

本提携を行うことにつき合意いたしました。 

（1）業務提携先の概要 

① 商号 

株式会社サイバード 

② 事業内容 

インターネット対応携帯電話向けコ

ンテンツサービス、モバイル活用型

企業向けマーケティング、ｅコマー

ス、クロスメディア・ソリューショ

ンの開発・提供 

③ 設立年月日 

平成10年９月29日 

④ 本店所在地 

東京都港区六本木６-10-１ 

⑤ 代表者 

堀 主知ロバート 

 ⑥ 資本金 

32億3,071万円 

（平成16年９月末現在） 

⑦ 従業員数 

327名 

（連結、平成16年９月末現在） 

⑧ 大株主構成及び持株比率 

堀 主知ロバート 

（代表取締役社長）13.33％ 

⑨ 売上高 

10,713百万円（平成16年３月期連

結） 

⑩ 経常利益 

596百万円（平成16年３月期連結） 

（注）平成17年２月28日現在、資本関

係、人的関係はありません。 

（2）資本提携の内容 

① 平成17年３月２日 

株式会社サイバードは、当社の既存

株主より合計4,810株の普通株式を取

引所有価証券市場外取引により譲受け

ました。 

 ② 平成17年３月23日 

 株式会社サイバードは、当社が第三

者割当により発行する普通株式4,850

株の引受けを実施いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

（3）新株式の発行 

 平成17年３月１日開催の取締役会に

おいて、次のとおり第三者割当による

新株式の発行を決議いたしました。 

① 発行新株式数 

普通株式 4,850株 

② 発行価額 

１株につき 金243,200円 

③ 発行価額の総額 

1,179,520,000円 

④ 資本組入額 

１株につき 金121,600円 

⑤ 資本組入額の総額 

589,760,000円 

⑥ 申込期日 

平成17年３月22日 

⑦ 払込期日 

平成17年３月23日 

⑧ 配当起算日 

平成17年１月１日 

⑨ 新株券交付日 

平成17年３月24日 

⑩ 割当先及び割当株式数 

株式会社サイバード 4,850株 

⑪ 発行済株式総数の推移 

（資本金の推移） 

現在の発行済株式総数 

55,896株（平成16年12月31日現在） 

（平成16年12月31日現在の資本金 

562,799千円） 

今回の増加株式数 

4,850株 

（増加資本金 589,760千円） 

増資後発行済株式総数 

60,746株 

（増加後資本金 1,152,559千円） 

⑫ 資金の使途 

運転資金 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※１   2,055,505 2,355,935   2,789,214 

２ 受取手形     － 3,752   － 

３ 売掛金     779,398 820,830   864,313 

４ 有価証券     － 100,472   101,320 

５ たな卸資産     423,062 511,160   352,266 

６ 繰延税金資産     81,401 28,516   61,326 

７ 関係会社短期貸付金 ※３   156,253 144,000   168,000 

８ その他     55,629 80,556   96,565 

９ 貸倒引当金     △14,821 △19,653   △27,424 

流動資産合計     3,536,429 67.0 4,025,572 60.9   4,405,582 63.3

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1）建物   30,912 71,549 73,392   

減価償却累計額   6,338 24,574 13,866 57,683 9,667 63,725 

(2）車両運搬具   16,728 8,169 8,169   

減価償却累計額   8,246 8,481 6,120 2,048 5,731 2,437 

(3）工具器具備品   126,312 188,812 171,499   

減価償却累計額   60,558 65,754 92,180 96,632 77,486 94,012 

（4）建設仮勘定     13,044 －   － 

有形固定資産合計     111,855 2.1 156,364 2.4   160,176 2.3

２ 無形固定資産         

(1）ソフトウェア     107,162 328,616   343,076 

（2）ソフトウェア仮勘定     133,943 －   1,575 

無形固定資産合計     241,105 4.6 328,616 5.0   344,651 4.9

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券     842,740 986,157   874,970 

(2）関係会社株式     9,500 318,848   316,500 

(3）その他の関係会社有
価証券 

    － 19,687   － 

(4）関係会社長期貸付金 ※３   448,500 629,500   744,000 

(5）敷金保証金     102,117 115,478   152,081 

(6）繰延税金資産     20,673 37,454   30,017 

(7）その他     14,100 3,000   3,500 

(8）貸倒引当金     △48,163 △12,401   △68,632 

投資その他の資産合計     1,389,467 26.3 2,097,725 31.7   2,052,437 29.5

固定資産合計     1,742,428 33.0 2,582,707 39.1   2,557,264 36.7

資産合計     5,278,857 100.0 6,608,279 100.0   6,962,847 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 買掛金     426,126 445,812   356,786 

２ 未払金     848,267 639,624   987,369 

３ 未払法人税等     276,497 54,679   230,735 

４ 賞与引当金     21,027 33,059   27,870 

５ 販売促進引当金     94,621 92,700   69,500 

６ その他 ※４   76,974 99,315   77,602 

流動負債合計     1,743,513 33.1 1,365,189 20.7   1,749,864 25.2

Ⅱ 固定負債         

１ 退職給付引当金     22,799 27,361   22,612 

固定負債合計     22,799 0.4 27,361 0.4   22,612 0.3

負債合計     1,766,313 33.5 1,392,550 21.1   1,772,476 25.5

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     562,799 10.6 1,176,259 17.8   1,176,259 16.9

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金   743,501 1,356,961 1,356,961   

資本剰余金合計     743,501 14.1 1,356,961 20.5   1,356,961 19.5

Ⅲ 利益剰余金         

１ 任意積立金   1,820,635 2,566,437 1,820,635   

２ 中間（当期）未処分利
益 

  408,012 74,739 832,385   

利益剰余金合計     2,228,648 42.2 2,641,177 40.0   2,653,021 38.1

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    △22,405 △0.4 41,329 0.6   4,128 0.0

資本合計     3,512,544 66.5 5,215,728 78.9   5,190,370 74.5

負債資本合計     5,278,857 100.0 6,608,279 100.0   6,962,847 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,182,904 100.0 5,220,922 100.0   10,387,623 100.0 

Ⅱ 売上原価     967,394 18.7 1,579,704 30.3   2,035,096 19.6

売上総利益     4,215,509 81.3 3,641,217 69.7   8,352,526 80.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費     3,525,475 68.0 3,383,588 64.8   6,942,733 66.8

営業利益     690,033 13.3 257,629 4.9   1,409,793 13.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   5,685 0.1 12,892 0.3   23,113 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   13,437 0.2 21,026 0.4   48,262 0.5

経常利益     682,281 13.2 249,495 4.8   1,384,645 13.3

Ⅵ 特別利益 ※３   － － 58,324 1.1   1,267 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   8,212 0.2 152,829 2.9   66,144 0.6

税引前中間（当期）純
利益 

    674,069 13.0 154,990 3.0   1,319,767 12.7

法人税、住民税及び事
業税 

  271,173 49,678 499,785   

法人税等調整額   7,989 279,163 5.4 43,331 93,010 1.8 703 500,489 4.8

中間（当期）純利益     394,905 7.6 61,979 1.2   819,278 7.9

前期繰越利益     13,106 12,759   13,106 

中間（当期）未処分利
益 

    408,012 74,739   832,385 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合等への出資

（証券取引法第2条第2項により

有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合等の事業年度に

係る財務諸表及び中間財務諸表

に基づいて、組合等の損益のう

ち持分相当額を純額で計上して

おります。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

(1）有形固定資産 

定率法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。 

 主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。 

 主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。  

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。 

 主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。  

建物         ３～18年 

車両運搬具        ６年 

工具器具備品     ３～８年 

建物         ３～18年 

車両運搬具        ６年 

工具器具備品     ３～15年 

建物         ３～18年  

車両運搬具        ６年  

工具器具備品     ３～８年  

(2）無形固定資産 

定額法 

  なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

(3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．繰延資産の処理方法 

新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

３．繰延資産の処理方法 

新株発行費 

 同左 

３．繰延資産の処理方法 

新株発行費 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  

  

 ―――――――― 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備えて、

役員賞与支給見込額のうち当中間会

計期間負担額を計上しております。 

  

  

―――――――― 

  

(4）販売促進引当金 

 販売促進を目的とするポイント制度

に基づき、顧客に付与したポイントの

利用に備えるため、過去実績率に基づ

き将来利用されると見込まれる額を計

上しております。 

(4）販売促進引当金 

同左 

(4）販売促進引当金 

同左  

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

中間会計期間末における退職給付債務

に基づき計上しております。 

(5）退職給付引当金 

同左 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務に基づき計

上しております。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

５．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 

  至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  

  

  

 ―――――――― 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

  

  

―――――――― 

   

  

  

 ―――――――― 

 （役員賞与に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

  

  

――――――――  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  

  

  

 ―――――――― 

  

  

  

 ―――――――― 

  

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平

成16年法律第97号）により、証券取引法第２

条第２項において、投資事業有限責任組合及

びこれに類する組合への出資を有価証券とみ

なすこととされたことに伴い、前事業年度ま

で投資その他の資産の「その他」に含めてい

た投資事業組合への出資金を、当事業年度よ

り「投資有価証券」に計上しております。こ

の変更により「投資有価証券」は10百万円増

加し、投資その他の資産の「その他」は同額

減少しております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  

  

―――――――― 

  

  

  

２．「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以降に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間会計期間から

「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い、法

人事業税のうち付加価値割及び資本割部分

については販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

5,871千円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が、5,871千円減少し

ております。 

  

  

―――――――― 

  

  

  

  

  

―――――――― 

  

  

  

  

  

１．従来、貸倒引当金繰入額のうち、営業外

債権に係る貸倒引当金繰入額については、

重要性が低かったため、販売費及び一般管

理費に含めて表示しておりましたが、当事

業年度より重要性が増したため、営業外費

用にて表示することといたしました。 

２．「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以降に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い、法人

事業税のうち付加価値割及び資本割部分に

ついては販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

8,585千円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、8,585千円減少し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度 
（平成17年６月30日） 

※１． 

―――――――― 

※１．下記の資産は、営業保証金の代用等と

して質権の設定を行っております。 

 現金及び預金（定期預金）400千円 

  

※１．同左 

  

２．運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

当座貸越極度額

及び貸出コミッ

トメントライン

契約の総額 

2,000,000千円

借入実行残高  －千円

差引額 2,000,000千円

２．運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

当座貸越極度額

及び貸出コミッ

トメントライン

契約の総額 

3,000,000千円

借入実行残高  －千円

差引額 3,000,000千円

２．運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額

及び貸出コミッ

トメントライン

契約の総額 

2,000,000千円

借入実行残高  －千円

差引額 2,000,000千円

※３．従来、一年内回収予定の長期貸付金を

投資その他の資産の「長期貸付金」に含

めて表示しておりましたが、重要性が増

したため、前事業年度より流動資産の

「関係会社短期貸付金」として表示して

おります。 

  

※３． 

―――――――― 

※３． 

―――――――― 

 ※４．消費税等の取扱い  ※４．消費税等の取扱い  ※４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

 同左 ―――――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 5,426千円 受取利息 10,907千円 受取利息 

検品再生協力金 

17,482千円

4,551千円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

コミットメントライン 

費用 

9,767千円 投資組合出資金運用損

コミットメントライン

費用 

10,952千円

9,940千円

新株発行費償却 

コミットメントライン 

費用 

11,710千円

18,673千円

 ※３．  ※３．特別利益の主要項目  ※３．特別利益の主要項目 

―――――――― 貸倒引当金戻入益 56,506千円 固定資産売却益 1,267千円

※４．特別損失の主要項目  ※４．特別損失の主要項目  ※４．特別損失の主要項目 

子会社整理損 8,212千円 固定資産除却損 

移転費用 

投資有価証券評価損 

抱合株式評価損 

3,709千円

12,267千円

71,472千円

65,380千円

固定資産除却損 

たな卸資産廃棄損 

42,711千円

15,220千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 17,355千円

無形固定資産 12,492千円

長期前払費用 600千円

有形固定資産 26,446千円

無形固定資産 40,320千円

長期前払費用 600千円

有形固定資産 44,910千円

無形固定資産 48,254千円

長期前払費用 1,200千円

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

リース取引を利用しておりませんので、該

当事項はありません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年12月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末（平成17年12月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末（平成17年６月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 62,840円71銭

１株当たり中間純利益 7,112円34銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

6,709円01銭

１株当たり純資産額 84,781円02銭

１株当たり中間純利益 1,007円48銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

960円57銭

１株当たり純資産額 84,368円84銭

１株当たり当期純利益 14,337円09銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

13,599円34銭

 当社は、平成16年８月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。当該

株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞれ以下

のとおりになります。 

  

 ―――――――― 

 当社は、平成16年８月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。当該

株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞれ以下

のとおりになります。 

（前事業年度）  

 １株当たり純資産額 57,110円56銭

 １株当たり当期純利益 15,647円47銭

 潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

14,534円10銭

 （前事業年度）  

 １株当たり純資産額 57,110円56銭

 １株当たり当期純利益 15,647円47銭

 潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

14,534円10銭

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 394,905 61,979 819,278 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 394,905 61,979 819,278 

期中平均株式数（株） 55,524 61,520 57,144 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 3,338 3,004 3,100 

（うち新株予約権） （3,338） （3,004） （3,100） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

  

   

―――――――― 

 新株予約権１種類 

（新株予約権の数1,250個） 

 なお、概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状

況、(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数1,750個）

 なお、概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状

況、(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

１．株式会社アウトレットプラザの株式取得

及び貸付金 

 平成17年１月26日開催の取締役会におい

て、株式会社アウトレットプラザの株式を取

得し、子会社とすること及び子会社支援のた

めの債権譲受による貸付金の実行に関し、次

のとおり決議いたしました。また株式譲渡契

約及び債権譲渡契約に関しましては平成17年

１月27日に締結しております。なお、株式取

得資金及び債権譲受資金につきましては、全

額自己資金によりました。 

（1）株式取得の理由 

当社は、将来的な事業構想として、共

同運用のデータベースを基盤とし、多様

な商材を揃えた通信販売によるショッピ

ング・モール型の事業を検討しておりま

す。かかるショッピング・モール型の事

業実現に鑑み、当社は、商品の拡充・デ

ータベースの拡大・インフラ機能の拡充

等が事業基盤として必要であるものと認

識しており、業務提携・資本提携・Ｍ＆

Ａ等を視野に入れ、現在、かかる事業基

盤に必要な機能を提供できる企業の選定

及び分析等を重ねております。 

 将来的な事業基盤の構築の一環とし

て、当社は、株式会社アウトレットプラ

ザの全発行済株式を株式会社ケイエムイ

ンベストメントより取得いたしました。

なお、当社は、今後とも将来的な事業構

想の実現に向けて邁進する所存でありま

す。 

（2）子会社となる会社の概要 

① 商号 

 株式会社アウトレットプラザ 

② 事業内容 

ＰＣ、電気製品及びゴルフ用品等の

ネット販売及び卸売 

③ 設立年月日 

平成12年８月１日 

④ 本店所在地 

東京都千代田区神田須田町二丁目７

番地３ 

⑤ 代表者 

 代表取締役社長 山口 誠司 

⑥ 資本金 

15,000千円 

⑦ 従業員数 

14名 

⑧ 大株主構成及び所有割合 

株式会社ケイエムインベストメント 

300株（100％） 

⑨ 発行済株式総数 

300株 

⑩ 決算期 

６月30日 

⑪ 主な事業所 

本社のみ 

１．株式会社コマースニジュウイチの第三者

割当増資引受 

平成18年１月10日、当社は連結子会社であ

る株式会社コマースニジュウイチが実施する

第三者割当増資により発行する67,874株を引

受けました。 

（1）目的 

ＥＣ市場に対する事業強化などの観点

から、平成17年12月５日に発行済株式の

57.9％を取得し、株式会社コマースニジ

ュウイチが実施する第三者割当増資を引

受けました。 

（2）第三者割当により取得する株式等 

取得株式数   

67,874株（所有割合64.2％） 

取得価額     

30,000千円 

（3）業績に与える影響 

当社の平成18年６月期の業績に与える

影響は軽微であります。 

  

２．当社は、平成18年２月15日開催の取締役

会において、中小企業基盤整備機構及び日

本ベンチャーキャピタル株式会社との共同

出資による投資事業組合の設立を決議いた

しました。  

（1）目的 

当社とシナジー効果を発揮する企業の

発掘、選定を行い、販売支援、新商品開

発支援等を行うため。 

 (2) 名称    

NVCCマーケティングファンド 

 (3）設立年月日 

未定 

 (4) 出資金（予定） 

20億円 

 (5) 出資構成（予定） 

当社９億円 

中小企業基盤整備機構 10億円 

日本ベンチャーキャピタル株式会社 

１億円 

  

３．経営統合 

平成18年３月14日開催の取締役会におい

て、当社は株式会社サイバードと更なる事業

の拡大と多角化、収益力向上を目指すため、

両社対等の精神に基づき持株会社体制への移

行による経営統合に関する決議を行い、基本

合意書を締結いたしました。 

（1）経営統合のスキーム 

平成18年６月下旬開催予定の株式会社

サイバードの定時株主総会、及び当社の

臨時株主総会を経て、 

１．平成17年５月13日開催の取締役会に基づ

き、平成17年７月１日付で連結子会社であ

る有限会社ジモス酒蔵（100％出資）を簡

易合併制度に基づき吸収合併いたしまし

た。 

（1）合併の目的 

当社100％子会社の有限会社ジモス酒蔵

の経営資源を当社に統合し、当社グルー

プ全体の効率化を図るためであります。 

 （2）合併期日 

平成17年７月１日 

 （3）合併の形式 

当社を存続会社として有限会社ジモス

酒蔵を消滅会社とする吸収合併とし、合

併による新株の発行及び資本金の増加は

行いません。 

 （4）財産の引継 

合併期日において有限会社ジモス酒蔵

の資産・負債及び権利義務の一切を引き

継ぎました。なお、有限会社ジモス酒蔵

の平成17年６月30日現在の財政状態は次

のとおりであります。 

  

２．当社は、平成17年８月12日開催の取締役

会においてアイ・キャピタル証券株式会社

との共同出資による投資事業組合の設立を

決議いたしました。 

（1）目的 

当社とシナジーを発揮する企業の発

掘、選定、調査等の効率化を図るため。 

（2）名称 

ＪＤＭ投資事業組合 

（3）設立年月日 

平成17年８月24日 

（4）出資金 

31,000千円 

資産合計 463,293千円

負債合計 431,673千円

資本合計 31,619千円

 



前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

⑫ 売上高（実績） 

平成16年６月期 4,246,501千円 

（3）株式の取得先  

 ① 商号 

 株式会社ケイエムインベストメント 

② 代表者  

代表取締役社長 高橋 仁 

③ 本店所在地 

東京都杉並区高円寺北二丁目39番 

④ 主な事業内容 

投資業 

⑤ 当社との資本関係、人的関係、取引

関係等の概要 

資本関係 なし 

人的関係 なし  

取引関係 なし 

（4）異動の前後における当社の所有に係る

子会社の議決権の数及びその議決権の総

数に対する割合 

① 当社所有議決権数 

異動前  0個 異動後 300個 

（当社所有株式数） 

異動前  0株 異動後 300株 

② 議決権の総数 

異動前 300個 異動後 300個 

（発行済株式総数） 

異動前 300株 異動後 300株 

③ 議決権の総数に対する割合 

異動前  0％ 異動後 100％ 

（発行済株式総数に対する割合） 

異動前  0％ 異動後 100％ 

（5）異動の内容及び年月日 

① 内容 

株式会社ケイエムインベストメント

（住所：東京都杉並区 代表取締役

社長：高橋 仁）より株式会社アウ

トレットプラザの普通株式300株

（発行済株式総数の全て）を取得い

たしました。 

② 異動年月日 

平成17年１月27日 

（6）譲受金額 

210,000千円 

（7）異動の目的 

将来的な事業基盤の構築の一環とし

て、当社は、株式会社アウトレットプラ

ザの全発行済株式を株式会社ケイエムイ

ンベストメントより取得いたしました。 

（8）財政状態に与える影響 

当社の平成17年６月期の財政状態に与

える影響に関しましては、当該時点での

株式会社アウトレットプラザの利益計画

や財政状態を勘案し、必要に応じて相当

額の評価減を行う予定であります。 

① 平成18年10月１日、株式交換を利用

し、当社を株式会社サイバードの完

全子会社といたします。 

② 平成18年10月１日、会社分割制度を

活用し、株式会社サイバードを持株

会社（仮称「株式会社サイバードホ

ールディングス」、以下「持株会

社」）とし、既存の株式会社サイバ

ードの事業を分社化し、当該事業を

新設会社（仮称「株式会社サイバー

ド」、以下「新設会社」）に承継い

たします。 

③ 平成18年10月１日の株式交換及び平

成18年10月１日の会社分割により新

設会社及び当社をいずれも持株会社

の完全子会社といたします。 

（2）株式交換について 

① 株式交換の日 

平成18年10月１日  

② 株式交換の方法  

株式交換日の前日の最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載された株主

及び実質株主に対し、株式会社サイ

バードは普通株式57,545株（予定）

を新たに発行し、割当交付いたしま

す。 

③ 株式交換比率 

会社名  

株式会社サイバード  １ 

当社         １.１７ 

④ 配当起算日  

株式交換に際して発行する新株式の

配当起算日は、平成18年10月１日と

いたします。 

⑤ 株式交換交付金 

株式交換交付金の支払い予定はござ

いません。 

（3）持株会社の概要 

① 商号 

株式会社サイバードホールディング

ス（仮称） 

② 事業内容 

・グループ全体の戦略策定並びに経営

管理機能 

・グループ各社へのシェアードサ－ビ

ス提供機能 

・統合型顧客データベースの管理運用

機能 

・監査機能 

③ 本店所在地 

東京都港区六本木６－10－１  

３．平成16年９月29日開催の当社第６回定時

株主総会で決議した商法第280条の20及び

商法第280条の21の規定に基づくストッ

ク・オプションとしての新株予約権の発行

について、平成17年８月31日開催の取締役

会において具体的な内容を決議し、下記の

とおり発行いたしました。  

（1）発行した新株予約権  

1,250個（新株予約権１個につき１株） 

（2）新株予約権の目的となる株式の種類及

び数 

普通株式 1,250株 

 （3）新株予約権の発行価額 

 無償 

 （4）権利行使時の１株当たり払込金額 

  １株につき 435,385円 

 （5）権利行使期間 

 平成18年10月１日から平成23年９月30日

 （6）新株予約権の割当てを受けた者及び数 

当社及び当社子会社の取締役及び従業

員 合計28名 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

（9）株式会社アウトレットプラザへの貸付

金 

株式会社ケイエムインベストメントと

当社との間で平成17年１月27日に債権譲

渡契約が締結されており、当社は株式会

社ケイエムインベストメントが有する株

式会社アウトレットプラザの貸付金

386,500千円を譲り受けております。こ

れは子会社支援のために実行したもので

あります。 

  

２．新株予約権の発行 

 平成17年１月26日開催の取締役会におい

て、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21並

びに平成16年９月29日開催の定時株主総会決

議に基づき、当社の取締役及び従業員並びに

当社子会社の取締役に対し次のとおりストッ

ク・オプションとして無償で新株予約権を発

行することを決議いたしました。 

（1）新株予約権の発行日 

 平成17年１月26日 

（2）新株予約権の発行数 

1,750個 

（3）新株予約権の発行価額 

無償 

（4）新株予約権の目的たる株式の種類及び

数 

普通株式1,750株 

（5）新株予約権の行使に際しての払込金額 

１株につき279,000円 

（6）新株予約権の行使により発行する株式

の発行価額の総額 

488,250,000円 

（7）新株予約権の行使期間 

平成18年10月１日から 

平成23年９月30日 

（8）新株予約権の行使により新株を発行す

る場合の発行価額のうち資本に組入れな

い額 

総額244,125,000円 

（１株につき139,500円） 

（9）新株予約権の割当対象者数 

当社の取締役及び従業員並びに 

当社子会社の取締役 40名 

④ 代表者 

代表取締役 小村 富士夫 

⑤ 資本金 

未定 

⑥ 従業員数 

未定 

⑦ 大株主構成及び所有割合 

小村 富士夫   （11.20％） 

堀 主知ロバート （9.50％） 

株式会社リクルート（8.79％） 

上記持株比率は、潜在株式を考慮し

ておりません。  

⑧ 発行予定株式数 

未定 

（4）株式会社サイバードの概要 

① 代表者 

代表取締役会長 堀 主知ロバート 

② 資本金 

5,426百万円 

（平成17年９月末現在） 

③ 住所 

東京都港区六本木６－10－１  

④ 事業内容 

モバイル・コンテンツ事業、マーケ

ティング・ソリューション事業、Ｅ

コマース事業、広告事業、海外事業 

⑤ 売上高 

12,488百万円 

（平成17年３月期連結） 

⑥ 経常利益 

721百万円 

（平成17年３月期連結） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

３．業務・資本提携 

 当社は、今後、拡大が予想されるモバイル

コマース事業に本格的に参入し、お客様との

接点を拡充し、通信販売業界における競争力

の強化を図るために、平成17年３月１日、株

式会社サイバードと戦略的な業務提携及び資

本提携を行うことにつき合意いたしました。 

（1）業務提携先の概要 

① 商号 

株式会社サイバード 

② 事業内容 

インターネット対応携帯電話向けコ

ンテンツサービス、モバイル活用型

企業向けマーケティング、ｅコマー

ス、クロスメディア・ソリューショ

ンの開発・提供 

③ 設立年月日 

平成10年９月29日 

④ 本店所在地 

東京都港区六本木６-10-１ 

⑤ 代表者 

堀 主知ロバート 

 ⑥ 資本金 

32億3,071万円 

（平成16年９月末現在） 

⑦ 従業員数 

327名 

（連結、平成16年９月末現在） 

⑧ 大株主構成及び持株比率 

堀 主知ロバート 

（代表取締役社長）13.33％ 

⑨ 売上高 

10,713百万円（平成16年３月期連

結） 

⑩ 経常利益 

596百万円（平成16年３月期連結） 

（注）平成17年２月28日現在、資本関

係、人的関係はありません。 

（2）資本提携の内容 

 ① 平成17年３月２日 

株式会社サイバードは、当社の既存

株主より合計4,810株の普通株式を取

引所有価証券市場外取引により譲り受

けました。 

② 平成17年３月23日 

 株式会社サイバードは、当社が第三

者割当により発行する普通株式4,850

株の引受けを実施いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

（3）新株式の発行 

 平成17年３月１日開催の取締役会に

おいて、次のとおり第三者割当による

新株式の発行を決議いたしました。 

① 発行新株式数 

普通株式 4,850株 

② 発行価額 

１株につき 金243,200円 

③ 発行価額の総額 

1,179,520,000円 

④ 資本組入額 

１株につき 金121,600円 

⑤ 資本組入額の総額 

589,760,000円 

⑥ 申込期日 

平成17年３月22日 

⑦ 払込期日 

平成17年３月23日 

⑧ 配当起算日 

平成17年１月１日 

⑨ 新株券交付日 

平成17年３月24日 

⑩ 割当先及び割当株式数 

株式会社サイバード 4,850株 

⑪ 発行済株式総数の推移 

（資本金の推移） 

現在の発行済株式総数 

55,896株（平成16年12月31日現在） 

（平成16年12月31日現在の資本金 

562,799千円） 

今回の増加株式数 

4,850株 

（増加資本金 589,760千円） 

増資後発行済株式総数 

60,746株 

（増加後資本金 1,152,559千円） 

⑫ 資金の使途 

運転資金 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第７期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月29日に福岡財務支局長に提

出。 

（2）臨時報告書 

平成18年３月15日福岡財務支局に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定に基づく臨時

報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年３月23日 

株式会社  ジモス  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 橋本 佑太郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堺  昌 義  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジモスの平成16年７月１日から平成17年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年７月１日から平成

16年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ジモス及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

 保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年３月20日 

株式会社  ＪＩＭＯＳ  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 橋本 佑太郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堺  昌 義  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＪＩＭＯＳの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年７月１日から

平成17年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ＪＩＭＯＳ及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年３月14日開催の取締役会において、株式会社サイバードと

持株会社体制への移行による経営統合に関する決議を行い、基本合意書を締結した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

 保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年３月23日 

株式会社  ジモス  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 橋本 佑太郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堺  昌 義  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジモスの平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第7期事業年度の中間会計期間（平成16年７月１日から平成16

年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジモスの平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年７月１日から

平成16年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

 保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年３月20日 

株式会社  ＪＩＭＯＳ  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 橋本 佑太郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堺  昌 義  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＪＩＭＯＳの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第8期事業年度の中間会計期間（平成17年７月１日から平

成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ＪＩＭＯＳの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年７月１日

から平成17年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年３月14日開催の取締役会において、株式会社サイバードと

持株会社体制への移行による経営統合に関する決議を行い、基本合意書を締結した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

 保管しております。 
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